
 

 

 

第 ４ 回 

 

 

熊本県議会 

 

農林水産常任委員会会議記録 
 

 

平成29年９月27日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開 会 中 

 

 

場所 第 １ 委 員 会 室 



第４回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成29年９月27日) 

 - 1 - 

 

   第 ４ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

平成29年９月27日(水曜日) 

            午前９時59分開議 

            午後０時８分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成29年度熊本県一般会計補

正予算（第３号） 

 議案第２号 専決処分の報告及び承認につ

いて 

 議案第９号 平成29年度農林水産関係の建

設事業の経費に対する市町村負担金(地

方財政法関係)について 

 議案第10号 平成29年度農地海岸保全事業

の経費に対する市町負担金について 

 議案第11号 平成29年度県営土地改良事業

の経費に対する市町村負担金について 

 報告第24号 一般社団法人熊本県野菜価格

安定資金協会の経営状況を説明する書

類の提出について 

 報告第25号 公益社団法人熊本県畜産協会

の経営状況を説明する書類の提出につ

いて 

 報告第26号 公益財団法人熊本県農業公社

の経営状況を説明する書類の提出につ

いて 

 報告第27号 公益社団法人熊本県林業公社

の経営状況を説明する書類の提出につ

いて 

 報告第28号 公益財団法人熊本県林業従事

者育成基金の経営状況を説明する書類

の提出について 

 報告第29号 公益財団法人くまもと里海づ

くり協会の経営状況を説明する書類の

提出について 

 閉会中の継続審査事件(所管事務調査)につ

いて 

 報告事項 

  ① 熊本地震による農林水産業の被害及

び復旧・復興の状況について 

  ② 日ＥＵ経済連携協定(ＥＰＡ)につい

て 

  ③ 平成29年９月に発生した赤潮被害に

ついて 

――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 山 口   裕 

        副委員長 橋 口 海 平 

        委  員 西 岡 勝 成 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 前 川   收 

        委  員 前 田 憲 秀 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 末 松 直 洋 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 濱 田 義 之 

       政策審議監 福 島 誠 治 

      生産経営局長 川 口 卓 也 

      農村振興局長 西 森 英 敏 

        森林局長 三 原 義 之 

        水産局長 木 村 武 志 

    農林水産政策課長 千 田 真 寿 

         政策監 下 田 安 幸 

      団体支援課長 杉 山 正 三 

 流通アグリビジネス課長 山 下 浩 次 

      農業技術課長 堤   友 信 

      農産園芸課長 大 島   深 

         政策監 上 田 愼 二 

        畜産課長 中 村 秀 朗 



第４回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成29年９月27日) 

 - 2 - 

  農地・担い手支援課長 鳥 井   修 

      首席審議員兼 

      農村計画課長 村 山 直 康 

      農地整備課長 福 島 理 仁 

     むらづくり課長 久保田   修 

      技術管理課長 今 田 久仁生 

      森林整備課長 長谷川   誠 

      林業振興課長 古 家 宏 俊 

      森林保全課長 木 下 節 夫 

      水産振興課長 山 田 雅 章 

    漁港漁場整備課長 田 尻 雅 裕 

  農業研究センター所長 下 舞 睦 哉 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課主幹 甲 斐   博 

     政務調査課主幹 吉 田   晋 

     ――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○山口裕委員長 おはようございます。それ

では、ただいまから第４回農林水産常任委員

会を開会いたします。 

 本委員会に付託された議案等を議題とし、

これについて審査を行います。 

 まず、議案について説明を求めた後、一括

して質疑を受けたいと思います。説明を行わ

れる際は、効率よく進めるため、説明は着座

のまま簡潔にお願いします。 

 それでは、農林水産部長から総括説明を行

い、続いて、付託議案等について担当課長か

ら順次説明をお願いします。 

 初めに、濱田農林水産部長。 

 

○濱田農林水産部長 それでは、着座にて失

礼をいたします。 

 説明に先立ちまして、まず、県下に大きな

被害をもたらしました７月４日の台風第３号

及び梅雨前線豪雨につきましては、山口委員

長を初め委員各位に発災後直ちに現場に調査

をいただきまして、７月中の迅速な補正予算

措置につなげることができました。 

 その後、８月８日には激甚災害に指定をさ

れました。これを受けた国の支援策につきま

しては、今回の補正予算の中に提案を申し上

げております。 

 今後とも、国や関係市町村等と連携して早

期の復旧に努めてまいります。 

 それでは、今回提案をいたしております議

案等の概要を御説明いたします。 

 今回提案しておりますのは、一般会計補正

予算１件、専決処分の報告及び承認１件、市

町村負担金関係３件、このほか、一般社団法

人等の経営状況報告が６件でございます。 

 まず、予算関係でございます。 

 台風・豪雨災害関連予算といたしまして、

ハウスなどの農業施設の再建に要する経費、

あるいは被災した山地崩壊箇所などの復旧に

要する経費でございます。また、東京オリン

ピック・パラリンピックに向けました森林認

証材の供給体制づくりに要する経費など、総

額51億円余の増額補正をお願いいたしており

ます。あわせて、７月31日の知事専決処分に

よる補正予算の報告、承認もお願いをいたし

ております。 

 この結果、補正後の一般会計、特別会計の

予算総額は942億円余となります。 

 また、市町村負担金関係では、農林水産関

係の建設事業の経費に関する市町村負担金３

件、報告事項では、６つの一般社団法人等の

経営状況について報告させていただきます。 

 以上が今回提案しております議案の概要で

ございます。 

 なお、その他報告事項といたしまして３つ

ございます。 

 １つは、熊本地震による農林水産業の被害

及び復旧・復興の状況、そして、７月６日に

大枠合意に至りました日本とＥＵとの経済連

携協定の概要、さらには、今月発生いたしま

した赤潮被害、この３点について御報告をさ

せていただきます。 

 詳細につきましては、この後それぞれ担当
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課長から御説明をさせますので、審議のほど

よろしくお願いを申し上げます。 

 

○山口裕委員長 引き続き、担当課長から説

明をお願いします。 

 

○千田農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 お手元に配付しております説明資料は、ま

ず、補正予算等の農林水産常任委員会説明資

料及び県が出資等を行う６つの法人の経営状

況説明資料、その他報告資料を３種類配付さ

せていただいております。 

 まず初めに、１冊目の「補正予算及び条例

等関係」と題しております説明資料から説明

させていただきます。 

 目次をめくっていただきまして、１ページ

をお願いいたします。 

 先ほど部長からも一部説明がありました

が、平成29年度７月の専決処分による補正予

算及び９月補正予算総括表でございます。 

 台風第３号及び梅雨前線豪雨に関する専決

が、７月補正(B)欄の一番下、２億8,100万円

余でございます。 

 また、９月補正予算は、(C)欄の一番下、

51億7,700万円余の増額補正で、補正後の総

額は942億円余となっております。 

 次に、農林水産政策課の補正予算を説明い

たします。 

 ２ページをお願いいたします。 

 農政企画推進費について593万円余の増額

補正をお願いしています。 

 バリ州との農畜産業技術交流事業でござい

ます。 

 昨年11月に、国際交流の促進に関する覚

書、ＭＯＵを締結したインドネシア・バリ州

について、同州農畜産物の品質向上等に向け

た技術支援活動に要する経費です。財源の一

部については、ＪＩＣＡの資金を活用するこ

ととしています。 

 現地でのモデル農園における技術支援や本

県で実施するバリ州の農業者等の研修受け入

れについて同州と合意に至ったことから、今

回予算の補正をお願いするものでございま

す。 

 その他の補正予算、専決処分の詳細につき

ましては、各課から説明いたします。 

 農林水産政策課は以上でございます。 

 

○山下流通アグリビジネス課長 資料は、続

きまして３ページになります。 

 流通アグリビジネス課でございます。 

 農業総務費のうち、国庫支出返納金の50万

1,000円をお願いしております。 

 説明欄にございますとおり、卸売市場施設

災害復旧事業の事業費確定に伴います返納金

でございます。 

 流通アグリビジネス課は以上でございま

す。 

 

○堤農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 引き続きまして、４ページをお願いいたし

ます。 

 農作物対策費の農業生産工程管理(ＧＡＰ)

導入促進事業でございます。 

 今回、310万円余の増額をお願いいたして

おります。これは、国庫事業で、ＧＡＰの指

導員を追加で養成する経費等でございます。 

 次に、真ん中の段、農業研究センター費の

管理運営費でございますが、今回290万円余

の増額をお願いいたしております。 

 これは、ことし７月の台風３号によりまし

て被災をしました農研センター本部及び研究

所の敷地内の倒木の撤去等に要する経費でご

ざいます。 

 次に、一番下の段でございます。農業施設

災害復旧費でございますが、今回1,300万円

余をお願いいたしております。 

 これは、同じく台風３号によりまして、農
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研センター各研究所のビニールハウス等の倒

壊など、被災をしました施設、設備等の復旧

に要する経費でございます。 

 一番下の段、農業技術課合計で1,990万円

余をお願いいたしております。 

 農業技術課は以上でございます。よろしく

御審議お願い申し上げます。 

 

○鳥井農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課です。 

 資料の５ページをお願いいたします。 

 まず、施設園芸集積総合支援事業でござい

ます。 

 本事業は、担い手への農地集積とあわせま

して、本県の主要な作物であります施設園芸

のための中古ハウスを、中央会が運営します

ハウスバンクが認定農業者ですとか新規就農

者などの担い手にあっせんして集積する本県

独自の事業でございます。 

 平成28年度から４カ年で全県下への展開を

図っておりますけれども、各地域でハウスバ

ンクの認知度が進みますとともに、昨年の熊

本地震で、復旧、復興の手段としまして、中

古ハウスの要望が農家から大きくふえており

ますので、これに対応しまして、この事業を

加速化するために1,533万円余の増額をお願

いいたします。 

 次の４つの事業につきましては、農地流動

化推進事業などの28年度の事業費確定に伴う

国庫返納金で、合わせまして575万円余をお

願いいたします。 

 ５ページ最下段の農用地利用集積等推進基

金造成事業は、過年度の機構集積協力金の市

町村からの返還に伴いまして、105万円余を

県の農地利用集積等推進基金に積み戻すもの

でございます。 

 ６ページをお願いいたします。 

 台風被害生産施設復旧対策事業です。 

 これは、７月の台風３号及び梅雨期の豪雨

により被災しました農業用施設、特に本県で

は農業用ハウスの被害が大きゅうございます

が、その復旧に対する国庫の助成で３億

4,757万円余をお願いいたします。国の補助

率10分の３で、別途専決されております卖県

補助と一体的に実施をいたします。 

 次に、経営体育成支援事業の国庫返納金で

ございます。これは過年度の分の返納金でご

ざいます。財産処分に伴う返納金で５万

8,000円でございます。 

 最後に、震災復旧緊急対策経営体育成支援

事業でございますが、これは、昨年の熊本地

震で被災しました農業用施設等の復旧及び撤

去に対する助成のための予算ですが、現在、

最終の要望の取りまとめをしておりまして、

それを含めた事業のために必要な予算の37億

1,350万円余の増額をお願いいたしておりま

す。 

 農地・担い手支援課は以上でございます。 

 

○福島農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 資料の７ページをお願いします。 

 農地災害復旧費でございますが、２段目の

県営農地等災害復旧事業費につきまして２億

4,400万円を計上しております。 

 これは、台風第３号により被災した益城町

の深迫ダムにつきまして復旧工事を実施する

ための経費でございます。 

 農地整備課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いします。 

 

○久保田むらづくり課長 むらづくり課でご

ざいます。 

 資料８ページをお願いいたします。 

 まず、２段目、５段目にございます国庫支

出金返納金でございます。 

 説明欄にございます鳥獣被害防止総合対策

交付金と多面的機能支払交付金の両事業でご

ざいますが、熊本地震の発生によりまして年

度内執行が困難になりました施設等の整備、
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これにつきまして、過年度国庫支出金の返納

を行うものでございます。鳥獣被害防止総合

対策交付金に439万円余、多面的機能支払交

付金に1,249万円余を計上してございます。 

 続きまして、４段目の県営中山間地域総合

整備事業費でございます。 

 説明欄にございます中山間農業モデル地区

支援事業、これは平成29年新規事業でござい

まして、特に生産条件の厳しい中山間対策の

一つでございます。 

 大きく３つございまして、１点目、農業関

係あるいは農業集落の実態調査に関する経

費、２つ目としまして、モデル地区を設定し

ます農業ビジョン作成に関する経費の支援、

３つ目が、このビジョンに基づきます簡易な

基盤整備等に対する助成、この３つでござい

ますが、このうちモデル地区の設定に関しま

して、各地域から、対策の主軸でございます

所得向上に向けて、非常に複合収入の確保に

関する関心が高うございます。例えば、林

業、観光、いわゆる農観連携に関します他分

野との連携に関する関心が非常に高うござい

ます。 

 こういう状況を踏まえまして、全国に先行

して、こういった他分野との連携についての

検討、調査を行う経費について予算要求を行

いまして、国から750万円の追加割り当てが

ございました。今回、これを受けまして増額

補正をお願いするものでございます。 

 むらづくり課は以上でございます。 

 

○長谷川森林整備課長 森林整備課でござい

ます。 

 資料の９ページをお願いいたします。 

 国庫支出金返納金として519万円をお願い

しております。 

 説明欄のとおり、森林環境保全整備事業の

事業費確定に伴い、過年度の国庫支出金を返

納するものでございます。 

 森林整備課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○古家林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 資料10ページをお願いします。 

 １段目、林業振興指導費で780万円余の増

額補正をお願いしております。 

 ２段目の説明欄に記載しておりますとお

り、国際イベント森林認証材供給体制づくり

事業として、東京オリンピック・パラリンピ

ックに向けた森林認証材の供給体制を構築す

るものです。 

 具体的には、県産認証材のＰＲやオリパラ

向けの認証材供給の掛かり増し経費支援など

を計画しております。 

 次に、３段目、林道災害復旧費で１億904

万円余の増額補正をお願いしております。 

 ４段目の説明欄に記載しておりますとお

り、現年林道災害復旧事業として市町村が行

います林道施設の復旧を補助するものです。 

 一番下の林業振興課合計で１億1,684万円

余の増額補正をお願いしております。 

 林業振興課は以上です。 

 

○木下森林保全課長 森林保全課でございま

す。 

 11ページでございます。 

 治山費として３つの事業、補正額として６

億7,500万円余をお願いしております。 

 まず、緊急治山事業です。 

 これは、６月の梅雨前線豪雨による芦北町

の２カ所と７月の九州北部豪雨による单小国

町の７カ所の合計９カ所、５億4,500万円余

をお願いしております。 

 次に、卖県治山事業です。 

 県営と市町村営の合計で、予算額としては

8,100万円余となります。 

 説明欄をごらんください。 

 卖県治山事業(県営事業)は、国補助の対象

とならない小規模な復旧工事で、单小国町湯
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風呂地区ほか13カ所で6,800万円余となりま

す。 

 卖県治山事業(市町村営事業)は、市町村が

行う小規模な復旧工事で、和水町小原地区ほ

か３カ所で1,200万円余を助成するもので

す。 

 次のページ、12ページをお願いします。 

 これは林地崩壊防止事業です。市町村が行

う復旧工事で、激甚災害指定があった場合に

国補助が受けられるという事業で、单小国町

火焼輪地区ほか１カ所で4,800万円余を助成

するものです。 

 森林保全課の補正額合計としては、最下段

にありますとおり６億7,500万円余となりま

す。 

 御審議のほどよろしくお願いします。 

 

○山田水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 資料13ページをお願いいたします。 

 上段の漁業取締費でございます。 

 漁業取締事務所施設賃借で債務負担行為の

設定をお願いしております。 

 これは、平成29年度から施設を賃借するた

め、28年12月議会において、当該機関に係る

債務負担行為を設定し入札を行いましたが、

熊本地震の影響による資材及び人件費の高騰

のため、入札が不調に終わりました。このた

め、再度入札を行うに当たり、賃借月数及び

総事業費が変わるため、限度額の変更を行う

ものでございます。 

 次に、下段の水産研究センター費でござい

ます。 

 説明欄１の水産研究センター施設等整備事

業で149万円の増額をお願いしております。 

 これは、台風３号により被災した当センタ

ーの看板等の補修、倒木の撤去を行うもので

ございます。 

 次に、説明欄２の試験調査事業で53万円の

増額をお願いしております。 

 これは、国立研究開発法人水産研究・教育

機構と共同で貝毒の試験調査を行うものでご

ざいます。 

 最下段、課計の欄でございますが、水産振

興課としまして、９月補正予算として202万

円の増額をお願いしております。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○杉山団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 資料14ページをお願いいたします。 

 ７月31日付知事専決処分の御報告でござい

ます。 

 経営対策資金助成費といたしまして280万

円余をお願いしております。 

 これは、台風被害等の対策として融資を受

けられる農業者等に対する利子補給や保証を

受ける場合の保証料補助、そして保証を引き

受ける農業信用基金協会のリスクを軽減する

ための補助を行うものでございます。融資枠

は10億円としております。あわせまして、債

務負担行為をお願いしております。 

 団体支援課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 資料の15ページをお願いいたします。 

 ７月に行いました専決処分の報告でござい

ます。 

 まず、１段目の農作物対策費につきまして

は、右の説明欄にありますように、台風３号

及び梅雨前線豪雨により被害が発生した農産

物の土壌病害対策など、生産回復に対する助

成に要する経費として6,200万円余のソフト

事業を創設いたしました。 

 それから、３段目の農業構造改善事業費に

つきましては、先ほど６ページで説明があり

ました国の経営体育成支援事業を活用した台

風被害生産施設復旧対策事業に県と市町村に
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よる上乗せ助成を行うもので、１億2,900万

円余を措置したものでございます。 

 いずれも、秋の営農再開に間に合うよう、

夏の間に土壌病害対策や施設の復旧に取り組

むため、７月に専決処分を行ったものでござ

います。 

 農産園芸課は以上でございます。 

 

○木下森林保全課長 森林保全課でございま

す。 

 16ページをお願いします。 

 治山費として、２つの事業6,300万円を専

決しております。 

 まず、緊急治山事業です。 

 先ほど９月補正予算でお願いをしている９

カ所の復旧工事の測量設計費の2,600万円を

専決しております。拡大、崩壊などの防止の

ためには、早急に本体工事の着手が必要で、

測量設計を先行させる必要があったもので

す。 

 次に、卖県治山事業です。 

 卖県治山事業(県営事業)と卖県治山事業

(市町村営事業)の合計で3,700万円を専決し

ております。 

 説明欄をごらんください。 

 卖県治山事業(県営事業)は、緊急治山事業

の工事箇所に係る仮設防護柵の設置や土のう

の設置、土砂撤去など応急工事に係る経費

で、单小国町１カ所、芦北町２カ所分の

1,300万円です。 

 卖県治山事業(市町村営事業)は、農林水産

常任委員会で視察をいただいた小国町・小国

ウッディの土場への土砂が崩壊した現場の復

旧を行うものです。次のページの現年治山災

害復旧事業とセットになっているもので、卖

県治山事業分としては2,400万円となってお

ります。 

 17ページをお願いします。 

 現年治山災害復旧事業です。 

 説明欄にあるとおり、市町村が設置した治

山施設、のり枠工でしたけれども、その治山

施設が被災したため、市町村が実施する治山

施設の復旧工事に国が補助するものです。

2,340万円を専決しております。 

 森林保全課の台風・豪雨災関連の専決に係

る補正額の合計としては、最下段にあります

とおり8,640万円となります。 

 森林保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いします。 

 

○千田農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 18ページをお願いいたします。 

 18ページの議案第９号から22ページの議案

第11号までは、いずれも、平成29年度の農林

水産関係の建設事業につきまして、受益市町

村が負担する経費の負担率を定めるものでご

ざいます。 

 県が行う建設事業につきましては、法律

上、その経費について受益市町村に負担させ

ることができることとされております。この

負担率を定めるに当たりましては、受益市町

村の意見を聞いた上で、県議会の議決を経て

定めることとなっております。 

 議案につきましては、根拠法令ごとに、18

ページの議案第９号が地方財政法関係、20ペ

ージの議案第10号が海岸法関係、21ページの

議案第11号が土地改良法関係のものとなって

おります。 

 各事業の負担割合は、国のガイドライン等

により設定したもので、受益市町村の同意を

得たものでございます。 

 今年度初めて設定したものとして、18ペー

ジの県卖独事業の５、地域密着型農業基盤整

備事業(ため池等整備事業関連(河川工作物))

がございます。従前に同所の工事を国庫補助

事業として実施していた際と同じ負担率とし

ています。 

 続きまして、23ページをお願いいたしま

す。 
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 ここから28ページまでは、県が一定割合の

出資または債務負担を行っている６つの法人

についての経営状況の報告でございます。 

 内容につきましては、それぞれ担当課から

説明させていただきます。 

 農林水産政策課は以上でございます。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 報告第24号の一般社団法人熊本県野菜価格

安定資金協会の経営状況について御報告いた

します。 

 資料は、別冊用意してございまして、表紙

をめくりますと、１枚の概要を取りまとめた

裏表の資料がございます。こちらのほうで説

明をさせていただきます。 

 表面のⅠの基本情報でございます。 

 この協会は、野菜生産農家の経営の安定と

消費地への野菜の安定供給を図るため、昭和

49年に設立されたものでございます。 

 中ほどにありますⅡの平成28年度決算の概

要につきましては、協会の事業活動の損益を

あらわす一般正味財産が減額になりましたけ

れども、補給金などの使途に制限のある指定

正味財産が増加いたしました。 

 全体として、正味財産は、期首から1,100

万円余増加して３億7,700万円余となってお

ります。 

 裏面をごらんください。 

 Ⅲの事業実績につきまして、１の資金造成

につきましては、前年度からの繰越金を造成

額に充当いたしましたので、残りの5,900万

円余を、県、それから経済連、生産者により

造成をいたしました。 

 ３の補給交付金の交付実績につきまして

は、スイカなど７品目の特定野菜と冬春トマ

トなど５品目の指定野菜の平均販売価格が保

証基準額を下回りましたので、価格差補給金

4,200万円余が交付されております。 

 農産園芸課からの説明は以上でございま

す。 

 

○中村畜産課長 畜産課でございます。 

 報告第25号公益社団法人熊本県畜産協会の

経営状況を説明する書類の提出についてでご

ざいます。 

 お手元の別冊でお配りしております公益社

団法人熊本県畜産協会の経営状況を説明する

書類について、目次の次に28年度の決算概要

についておつけしておりますので、その資料

に基づき御説明させていただきます。 

 まず、Ⅰの基本情報についてでございま

す。 

 １の設立目的は、畜産農家やその組織する

団体への経営・運営指導、飼養管理及び保健

衛生指導、畜産物価格安定対策、家畜改良を

通じた畜産経営の安定的発展、安全、安心な

畜産物の供給についてでございます。 

 ２のこれまでの経緯でございますが、社団

法人熊本県畜産物価格安定基金協会を初めと

する畜産関係５団体が再編統合いたしまし

て、平成24年４月に公益社団法人に移行して

おります。 

 ４の組織でございますが、県、市町村、農

業団体、家畜自衛防疫促進協議会等、70団体

で構成しております。 

 ５の寄託金は、基本財産になりますが、３

億8,913万円でございまして、このうち県が

41.1％、１億6,000万円になります。 

 Ⅱの平成28年度決算の概要についてでござ

いますが、公益目的事業会計は、畜産経営体

の育成・経営支援と家畜衛生対策、畜産物価

格安定対策の３事業になります。 

 収益事業としましては、家畜改良登録事業

で運営されているところでございます。 

 下の表の正味財産増減の計算の右端の合計

欄で御説明いたします。 

 一般正味財産の増減の部の(A)の当期経営

増減額、(D)の当期経常外増減額を合わせま

した(H)の当期一般正味財産増減額は、506万
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円余の黒字となっております。 

 これにより、(J)の一般正味財産期末残高

は、１億6,294万円余となっておるところで

ございます。 

 次に、指定正味財産増減の部でございます

が、指定正味財産は、子牛価格安定制度など

複数の生産者積立金の増とその交付金による

減がございます。 

 28年度につきましては、肥育経営安定対策

事業において、３年間の積立期間が一旦終了

しましたので、積立金を精算して返還したこ

とにより大幅な減額となっております。この

ため、(K)の当期指定正味財産増減額は、57

億9,641万円余のマイナスとなっているとこ

ろでございます。 

 一番下の行の正味財産期末残高は、そのほ

とんどが家畜経営安定対策事業の積立金にな

りますが、合計で48億848万円余となってい

るところでございます。 

 以上が公益社団法人熊本県畜産協会の経営

状況についての説明でございます。 

 引き続きしっかりと指導してまいります。 

 畜産課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 

 

○鳥井農地・担い手支援課長 報告第26号の

公益財団法人熊本県農業公社の28年度の決算

概要を御説明いたします。 

 別冊の資料のうちの１枚の決算概要につい

てごらんいただきたいと思います。 

 農業公社は、①の農地保有の合理化、畜産

基盤の整備による農業経営の強化、②の農業

後継者の育成、確保、③農業公園の管理運営

の３つを主な目的とした組織でございます。

このうち、①と②が公益目的の事業、③が収

益事業に位置づけられております。 

 真ん中から下のほうの決算の状況ですけれ

ども、一般正味財産の増減は、当期の経常増

減につきましては、公益目的事業が279万円

の赤字、収益事業で29万2,000円の黒字、法

人会計が79万9,000円のマイナスとなりまし

た。合わせまして、329万7,000円の赤字とな

っております。 

 次に、指定正味財産ですけれども、これに

つきましては、減価償却分等を一般正味財産

へ繰り入れました関係で116万円の減となっ

ております。合わせまして、正味財産の期末

残高は７億220万円でございます。 

 裏面をごらんください。 

 28年度の事業の状況でございます。 

 農地中間管理事業につきましては、542ヘ

クタールの借り入れ、556ヘクタールの貸し

付けを行っております。 

 昨年度は、４月の熊本地震の影響で被災地

での貸借が進まなかったことがありまして、

実績が一昨年よりも減尐しております。 

 畜産公共事業につきましては、八代市、氷

川町、球磨村等で8,700万円の畜舎整備、家

畜排せつ物処理施設の整備を行っておりま

す。 

 新規就農支援事業につきましては、支援セ

ンターで就農希望者等の557件の相談対応を

行っております。 

 最後に、農業公園につきましては、地震の

影響で一部恒例にしておりますイベントが中

止になりましたけれども、自主イベント等の

実施に努め、前年度並みの47万2,000人の入

場者を確保しております。 

 以上でございます。 

 

○長谷川森林整備課長 森林整備課でござい

ます。 

 報告第27号の公益社団法人熊本県林業公社

の経営状況につきまして説明させていただき

ます。 

 別冊の公益社団法人熊本県林業公社の経営

状況を説明する書類をお願いいたします。 

 表紙をめくりまして、右側のページ、平成

28年度の決算概要により説明させていただき

ます。 
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 Ⅰの基本情報でございます。 

 設立の目的は、環境の保全等に配慮した造

林等の事業を行うことにより、森林の持つ公

益的機能の維持、増進を図り、林業の活性化

と山村地域の振興並びに住民生活環境の向上

に寄与することでございます。 

 これまでの経緯は、昭和36年に五家荘林業

公社として設立され、その後、昭和46年、松

くい虫被害が全県的に広がったことから、そ

の被害跡地の造林等を進めるために、県内一

円を対象とする熊本県林業公社に改組してお

ります。なお、平成25年４月１日に公益社団

法人に移行しております。 

 Ⅱの平成28年度決算の概要でございます。 

 正味財産増減計算書でございます。１年間

の事業活動の結果、資産がどのようになった

かを見るものでございます。 

 平成28年度末の正味財産期末残高は、一番

右下の欄のとおり、１億5,400万円余となっ

ております。前年度と比較しまして、約

4,800万円森林資産がふえたことになりま

す。 

 なお、一番左の区分欄(D)でございます

が、一般正味財産増減額の部の当期経常外増

減額でマイナス7,800万円余を計上しており

ます。 

 これは、森林資産について、主伐や台風な

どの被害により森林を伐採した場合、森林の

時価評価額が固定資産額を下回っているとき

は、その差額を減損損失として計上するもの

で、これに対応したものでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 参考の２つ目の表ですが、資金ベースの収

支計算書でございます。 

 左側の欄に支出、右側の欄に収入をあらわ

しております。 

 平成28年度につきましては、利用間伐や間

伐での出荷販売の推進により収入の確保に努

めた結果、一番下の段、支出の合計９億

3,300万円余と収入合計10億4,300万円余の差

額である１億900万円余を次年度に繰り越す

こととなりました。 

 次に、Ⅲの事業実績等でございます。 

 １の分収契約による森林整備について、現

在、分収割合は、林業公社７、土地所有者３

を基本としており、平成28年度末現在で、契

約件数は1,435件、面積は9,261ヘクタールと

なっております。 

 ２の主要事業の実績につきましては、表の

とおりでございます。 

 最後に、Ⅳの林業公社の経営改善に向けた

取り組みでございます。 

 林業公社につきましては、これまで各種の

経営改善策を進めてまいりました。 

 現在、熊本県林業公社経営改善推進委員会

からの提言を踏まえ、長伐期化の推進、分収

割合の見直し、事業の見直しの３つを柱とし

て経営改善に取り組んでおります。 

 まず、１つ目の長伐期化の推進でございま

す。 

 伐採する年齢について、50年程度を80年程

度に延長し、公益的機能の維持、増進に加

え、大径材生産による木材収入の向上を図る

こととしています。 

 ２つ目は、分収割合の見直しでございま

す。 

 収入の確保を図るために、林業公社の分収

割合を引き上げる取り組みを進めておりま

す。 

 ３つ目は、事業の見直しでございます。 

 直送・直接販売による流通・販売コストの

削減や輸出の推進によりまして、収益性の向

上に努めているところでございます。 

 説明は以上でございますが、県、林業公社

が一体となり、経営改善に向けて最大限努力

しているところでございます。御理解のほど

よろしくお願いいたします。 

 森林整備課は以上でございます。 

 

○古家林業振興課長 報告第28号公益財団法
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人熊本県林業従事者育成基金の経営状況につ

いて、別冊の経営状況を説明する書類で御説

明いたします。 

 １枚目をお開きいただき、平成28年度決算

概要についてをごらんください。 

 まず、１の設立目的ですが、当基金は、林

業事業体に雇用される林業従事者の安定確保

と育成を図ることを目的に、平成元年11月に

設立され、平成24年４月１日から公益財団法

人に移行しております。 

 ２のこれまでの経緯ですが、県、市町村等

の出捐により、平成９年度までに総額32億円

の基金を積み立て、また、同年には、法律に

基づき、熊本県林業労働力確保支援センター

に指定されております。 

 次に、５の基本財産についてですが、当基

金では、基本財産の運用益とあわせ、基本財

産の一部を取り崩しながら事業を実施してお

り、現在額は29億4,000万円余となっており

ます。 

 裏面をお願いします。 

 平成28年度決算の概要について、上段の

表、正味財産増減計算書で御説明いたしま

す。 

 まず、(H)の欄、一般正味財産の当期増減

額が、右の合計欄のとおり82万円余の減、

(K)の欄、指定正味財産の増減が、右の合計

欄のとおり２億1,214万円余の減となり、表

の最下段の正味財産期末残高は28億1,757万

円余となっております。 

 次に、事業実績等についてです。 

 公益法人として公益目的事業を実施してお

りますが、事業費は１億7,976万円余となっ

ております。 

 事業の内容は、下の表に記載しております

ように、①の林業労働力確保等に関する事業

では、退職金共済や社会保険の掛金の事業主

負担の助成や新規参入者を雇用した事業体へ

の助成を行っております。 

 ②から⑥の事業では、国や県からの補助事

業、委託事業により、林業未経験者を対象と

した集合研修や指導者養成研修のほか、林業

事業体への指導、林業技能競技会の開催など

の広報・啓発活動や林業事業体への職業紹介

などの事業を行っております。 

 林業振興課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○山田水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 報告第29号公益財団法人くまもと里海づく

り協会の経営状況を説明する書類の提出につ

いてでございます。 

 資料は28ページですが、これにつきまして

は、別冊資料のほうに挟み込んでございます

公益財団法人くまもと里海づくり協会の平成

28年度決算概要についてのペーパーで説明を

させていただきます。 

 まず、Ⅰ、基本情報の１、設立の目的で

す。 

 当協会は、水産動植物の種苗の生産及び放

流並びに水産動植物の育成を計画的かつ効率

的に推進する事業を行い、もって県民への水

産物供給の安定と海洋環境の保全に寄与する

ことを目的としております。 

 次に、これまでの経緯としまして、昭和59

年７月に、財団法人熊本県栽培漁業協会とし

て設立し、新公益法人制度に基づき、公益財

団法人くまもと里海づくり協会へ平成23年４

月に移行しております。 

 次に、４、組織でありますが、評議員12

名、理事15名、監事３名、職員12名で業務を

遂行しております。 

 基本金でございますが、基本財産は５億

9,000万円であり、県からの出捐金は１億

9,000万円で、その出資比率は32.2％となっ

ております。 

 続きまして、Ⅱ、平成28年度決算の概要、

正味財産増減計算書でございます。 

 放流種苗等の生産や配付をいたします公益
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事業会計、アユの養殖用種苗を生産いたしま

す収益事業会計、基本財産の運用を行う法人

会計の３会計区分で運営しております。 

 まず、当期経常増減額、(A)の欄ですが、

公益事業会計でマイナス385万円余、収益事

業会計で７万7,000円余、法人会計で207万

2,000円余となっており、総合計でマイナス

170万1,000円余となっております。 

 また、当期経常外増減額(E)の欄ですが、

総合計でマイナス19万4,000円余となってお

り、当期一般正味財産増減額は、公益事業会

計でマイナス404万円余、収益事業会計で７

万3,000円余、法人会計で207万2,000円余と

なっており、総合計でマイナス189万5,000円

余となっております。 

 指定正味財産期末残高、(N)の欄でござい

ますが、３億8,350万円を加えますと、正味

財産期末残高の総合計は７億7,811万円余と

なっております。 

 次のページをお願いいたします。 

 続きまして、Ⅲ、事業実績の１、里海づく

り事業についてです。 

 まず、里海づくり推進事業です。 

 マダイ、ヒラメなど11種類の水産動植物の

種苗の生産及び配付を、県下の市町、漁協、

栽培漁業地域展開協議会等へ行っておりま

す。 

 次に、共同放流事業の推進のため、栽培漁

業地域展開協議会へ負担金を支出するととも

に、事務局を担っております。 

 さらに、マダイ、ヒラメの放流効果を把握

するため、県内主要市場でモニタリング調査

をしております。 

 (2)里海づくり技術開発試験では、クマモ

ト・オイスターの大量種苗生産の技術開発試

験及びアサリ人工稚貝の中間育成技術開発試

験、ヒジキの量産技術開発試験を県から受託

し、実施しております。 

 次に、(3)里海づくり事業の啓発事業で

は、八代漁協が実施する種苗生産や各漁協に

よるマダイ、ヒラメ、エビ類などの育成及び

放流に関して指導や助言を行っております。 

 また、小学校等の研修依頼を積極的に受け

入れ、種苗の放流体験を開催するなどして、

里海づくり事業が県民に広く理解されるよう

取り組んでいるところでございます。 

 次に、２、その他の事業についてです。 

 内水面養殖業の発展を目的に、アユの養殖

用種苗の生産を行い、配付をいたしておりま

す。 

 今後とも各事業の効率化を図り、適正な運

営に努めるよう努力してまいりたいと思いま

す。 

 水産振興課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○山口裕委員長 以上で執行部の説明が終了

しましたので、質疑を受けたいと思います。 

 質疑を受けた課は、課名を言って着座のま

ま説明してください。 

 質疑はありませんか。 

 

○村上寅美委員 手前みその話になる可能性

があるけど、そういう意味じゃなくて、放流

ね、ウナギはやってないの、県は。 

 

○山田水産振興課長 ウナギにつきまして

は、内水面振興事業の中で放流はさせていた

だいております。（村上寅美委員「そうでし

ょう」と呼ぶ）はい。 

 ウナギにつきましては、まだ人工種苗がで

きてないと。天然種苗のほうを放流させてい

ただいておりますので、里海づくり協会のほ

うは、人工種苗をつくりまして放流をしてい

るということで、今回里海づくり協会のほう

の事業の説明には該当していないということ

でございます。 

 

○村上寅美委員 組合で1,000万尾ぐらいし

よるからね、養鰻組合で。ただ、1,000万尾
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というと、相当大きいようだけど、大体１キ

ロにシラスというのは5,000匹ぐらいかかり

ます。１キロに5,000匹、何百万てするけ

ど。だから、クロコにしたところで大体

1,000万尾ぐらい組合は放流してますから。

県は立ち会いよっと。 

 

○山田水産振興課長 放流につきましては、

今までも立ち会いをさせていただいておりま

す。来週、たしか放流の計画を聞いています

ので……。 

 

○村上寅美委員 はい、よかです。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○西岡勝成委員 台風３号の被害が、意外

と、台風そのものは小さくなって、スピード

は上がったんですが。委員会に所属している

ので、いろいろ情報が来る。わあ、こんなに

被害があったのかと思うぐらいの感じで、ず

っと見てたんですけれども、ハウスも、いろ

いろなハウスがあると思うんですけれども、

この前も委員会で視察をさせていただいて、

大体風速何メーターとかそういうのに、いろ

いろな安いのもあれば、高いのも多分ハウス

はあると思うんですけれども、そういうのは

どういう計算でやっとった。えらい何か、あ

の台風でこんなに被害が出るのという感じは

したんですけれども、その辺はどうですか

ね。今後の対策も含めて。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 施設園芸のハウスにつきましては、委員お

っしゃるように、柱となります主骨材の大き

さとかで耐風速の強度が違っておりまして、

今回は、台風３号につきましては、コンパク

トな台風でしたので、中心から進行方向に向

かって右手側の狭い範囲で物すごく風が吹い

てました。 

 実際は、宇城市で30数メーター、40メータ

ー弱の風速が観測されてございまして、その

あたりを中心に、熊本、宇城、八代の一部に

かけてが局地的に非常に強い風が吹きました

ので、そこに被害が集中したような形で発生

をいたしております。 

 グレードとしましては、25メーターぐらい

に耐えるもの、35メーターぐらいの風速に耐

えるもの、50メーターぐらいに耐えるものと

いうのがございますけれども、今回は、やや

グレードの低いもの、それから老朽化したも

のが被害が大きかったというふうに認識をい

たしております。 

 以上です。 

 

○西岡勝成委員 その辺の対策は、いずれに

しても台風が大きくなりよりますよね、温暖

化も含めて。その辺は、やっぱり計画的にそ

ういう災害に強い施設整備をしていかない

と、私も古いやつを見て、これはかなり古い

なと思ったりもしましたけれども、やっぱり

徐々にかえていくような対策をやっていかな

いと、何回も同じような被害が出てくるんじ

ゃないかなと。 

 特にコースも悪かったですよね。要する

に、熊本県側が右側に来ましたから。あれも

島原沖を通っていく、五島沖を通っていく台

風が一番熊本県が最悪のコースだったので、

それとスピードですね。 

 ただ、こういうのは、この前の18号か、あ

れにしても幸い右側に通っていったので助か

りましたけれども、今後はああいうのはどん

どん来ると思うので、やっぱり施設園芸をし

ていくには、それなりの覚悟を決めてやって

いくべきだと思います。何か方向性があれ

ば。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 
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 委員おっしゃるように、台風シーズンに栽

培をしている品目につきましては、時期時期

に合わせた必要な耐風速の施設整備が必要と

考えておりまして、私どもとしましては、耐

風速35メーターのもの、それから耐風速50メ

ーターのもの、それぞれの作付期間に応じ

て、そこを仕分けをしながら整備を進めてお

りまして、徐々にではございますけれども、

進んではきております。 

 

○山口裕委員長 ほかに。 

 

○村上寅美委員 ちょっと逆にお礼を言いた

いけど、やっぱりＪＡ熊本市と玉名は集中的

に小規模でいかれているわけですよ。小規模

で20万～30万とか、１カ所がな。だから該当

しないと、１カ所１カ所では。該当しないと

いうことは、これは森山農林大臣がわざわざ

現場まで、金峰山の下まで来てもらって、そ

して総括的に見てもらって補助したけど、こ

れには、逆に国、県にお礼を言いたいと思う

けど、敏速にほとんど９割方ぐらい終わった

んじゃないの、整備は。ハウスの施設の台風

災害。 

 

○大島農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 今回の３号の……。 

 

○村上寅美委員 今回じゃなか。去年のつ。 

 

○大島農産園芸課長 地震でございますか。 

 

○村上寅美委員 地震か。だから聞いたら、

いやもう何年かかるかと言うて心配して、小

規模なもんだから、一つ一つは該当しないと

いうような考えもあったけど、これは２次災

害に影響するということを心配してたんです

よ。全部山の根つけに──ハウスが崩れた場

合は、下は人家になっとるから、２次災害あ

たりも非常に心配しとったけど、それは昨年

のあれだけど、非常に敏速に県下全体でやっ

てくれたということで、私のところにお礼に

来たぐらいだから、生産者が。そういうこと

だから、これは褒めて言いよっとだけんね。

そういうこともありましたということ。 

 

○末松直洋委員 台風３号関連なんですけれ

ども、発生後すぐに宇城に入っていただい

て、本当にありがとうございました。 

 その中で、農業共済に加入している方がや

はりかなり尐ないということであります。特

に共済の掛け方が、１年間丸々掛けるタイプ

とその生育期間だけ掛けるタイプとあって、

台風の発生が７月３日ということであって、

６月いっぱいまでは収穫があるので掛けとっ

たけど、あと３日早く来てくれれば共済にか

かったけどという。 

 ７月でもビニールをかけとったということ

は、収穫物が終わって、土壌消毒をするため

に水を張って、熱消毒をしとったからビニー

ルを張っとった。ふだんなら、もうビニール

は剥いどる時期なんですけれども、もうちょ

っと日にちが遅かったらビニールも剥いどん

なはったんですが、それでかなりの被害が出

たということで、農済の大体加入率はどれぐ

らいなんでしょうか。 

 

○杉山団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 農業共済の加入率につきましては、特に園

芸施設共済につきましては、27年度の台風が

かなり被害がございまして、その際にやはり

加入率の低さが問題になりました。 

 それで、28年度から、加入促進事業を卖県

で実施させていただいているところでござい

まして、26年度の園芸施設共済の加入率は

54.2％でございました。27年度は55.2％で、

28年度に事業実施いたしましたところ57.2

％、わずかではございますが、増加傾向にあ
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るかなというふうに思っております。 

 

○末松直洋委員 50％を若干超えているとい

う程度で、５割近くの方は加入されとらぬと

いうことであります。 

 今回、県と市町村の補助が、農済で補助が

出る部分を除いた部分の10分の２ということ

でありますので、農済にかたっとらぬ人たち

はかなり個人負担が大きいんですよね。掛金

の話で、やはり１軒で20数万円とか30万円払

っとんなはる人が、やっぱり掛け捨てなので

きつかと言いなる人がかなり多くて、やっぱ

り20万～30万掛けきらぬけんで、かたっとら

ぬという人がかなりおる。 

 ただ、こんなに災害が毎年続くようであっ

たら、やはりきつくても農済にかたっていく

ような取り組みが今後は必要じゃなかろうか

と思いますけれども、そこら辺の取り組みと

か何かありますか。 

 

○杉山団体支援課長 28年度から、先ほど加

入促進事業を実施していると申し上げまし

た。あわせまして、おっしゃるとおり、かな

り掛金が高かったりとか、制度についてのい

ろんな課題も見えてきておりますので、そう

いった制度的な改善につきまして、国のほう

に要望をしているところでございます。 

 あわせまして、特に加入について、共済組

合あるいは市町村と協力して、加入促進に当

たりたいというふうに思っております。 

 

○末松直洋委員 ありがとうございます。ぜ

ひよろしくお願いします。 

 作物によって、掛け方が全く──ほとんど

掛けてない作物がある。今回、宇城地域でも

ブドウがかなりやられたんですけれども、普

通ブドウの収穫期間というのは、まず台風が

来る時期じゃないということで、ほとんどの

農家の人がかたっとらぬだったんですよね。

作物によってもそんなにばらつきがやっぱり

あるということも、ぜひ御理解いただければ

と思います。 

 

○村上寅美委員 これは、水産庁の長谷局長

にこの前会ってきて、そして、とにかく水産

に関しては、漁連が一本でかたっとるから、

団体でかたっとるから全部入るんですよ。熊

本県も全部。しかし、農政のほうは、今言う

ように個人個人の加入率という形になっとる

から、これは部長、前の委員会かなんかでも

言ったと思うけど、これは僕は水産のほうが

進んどるような気がするから、ぜひひとつ、

そういうところは国に言って、国の企画課長

とそれから水産と農政の課長と３者集まって

もらって、そして鹿児島の県連の会長しとる

代議士の森山前農林大臣と私が立ち会って寄

ったところで話を聞いたら、水産、農政、加

工、ずっと課長がおるのにほとんど打ち合わ

せはせんね、ほとんど。県もそうあるの。ほ

とんど打ち合わせしないから、だからこれに

関しては水産が進んどるわけたい。漁連で一

本でかたっとるから。だけん、組合員は全部

それで集約するごてなっとる、仕組みが。 

 だから、ぜひ農政のほうも、そういうとこ

ろはＪＡならＪＡが一本化してすれば、個人

個人じゃなくて団体で加入ができて、組合員

全員が該当するというようなことをやったら

どうかなと思うことをどこかでも発言したと

思うけど、こんなのどうなの。 

 

○濱田農林水産部長 一昨年、27年の台風被

害でハウスが非常にやられたときに、これは

もう政審会、各会派の意見交換会でもそうだ

ったし、この常任委員会でもそうだったです

が、共済の問題がやはり非常に焦点になりま

した。唯一のセーフティーネットとしてきち

んと入っとくべきじゃないか。ただ、そうは

言っても、実態の制度としてやはり入りにく

かったり、末松委員がおっしゃるとおり高か

ったり、あるいはペイしないような制度にな
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ってるという状況もこれありでございまし

て、その年から農業共済あるいは生産者組合

と一緒になって、共済の制度のあり方につい

てどういうべきかというのをずっと勉強会を

してきました。それは毎年毎年勉強会をしな

がら、その都度都度の問題点を国にぶつけて

います。 

 そういった中で、確かにしょぼいんだけど

も、国は国で努力しているという、向こうは

言い分がございます。それはそれとしてずっ

とやりながら、そっちはそっちできちんと制

度改善は我々も訴えていきますので、こっち

はこっちとして、やはりセーフティーネット

にかたるべきはかたる。そういった振興策

は、先ほど課長も申し上げたとおり、市町村

と一緒になって加入促進の事業も立ち上げて

おりますので、その両輪で進めていきたいと

思っています。 

 

○村上寅美委員 関連。それは今セーフティ

ーネットと言ったように、一例が手前みその

自慢になるけど、口之津が撤廃したのが復活

したじゃないね、口之津が。これはやっぱり

熊本県だけでどがしこ言うてもね、やっぱり

都道府県で熊本県だけの意見というのは、重

要視はしても、そんなにないんですよ。３年

ぐらい私も言い続けてきて、それで鳥栖で九

州の議連をつくって、九州で僕は代表になっ

て、そして九州全体の意向だということで口

之津は残ることになったんですよ、撤廃した

やつが。あの試験場たい。小規模になったけ

ど、しかし、非常に使いやすくなって１週間

でよかっだけん。そして帰ったら作業してよ

かっだけん。昔は、生徒で下宿してずっとそ

のままおらなんだったけど、今はもう勉強し

たなら１週間おったなら帰って、それは実技

で自分ところで作業ができるというような仕

組みに国が切りかえてくれたけんな。 

 だから、ぜひそういう意味でやっぱり参加

ができるような形に──研究しとると言われ

るけど、九州でまとまれば決まります、この

話は。もう実績があるから。熊本がどんなに

言ったって、熊本を重要視せぬわけじゃない

けど、熊本県の意見はそうだけど、じゃあほ

かの県はどうなのかと。熊本のように議員も

職員も熱心なところはないんですよ。私が知

る限りない。九州でも、同じ農業でも、水産

でも。議連なある。通り一遍の要望はするけ

ど、それで切れてしまうから。これでもかこ

れでもかという形で、やっぱり熊本の意見と

いうのは九州の意見として反映させてごら

ん。でくるから。事務局にちょっとそれは要

望しとくから。ぜひ九州の事務レベルで、部

長、一本化にまとめてもらって、要望してご

らん。でくる。できたっだけん。要望でいい

です。これからの話だから。 

 

○山口裕委員長 ほかに。 

 

○西岡勝成委員 ８ページの中山間地域の総

合整備事業費なんですけれども、これはもう

モデル地区は決まってやっているんですか。 

 

○久保田むらづくり課長 年度当初から、各

地域振興局のほうにプロジェクトチーム、本

庁にもございますけれども、立ち上げて、現

在、５地区をモデル地区として選定をし、残

りについても、出てきてない振興局、鋭意地

域に寄り添っていろんなビジョンづくりとか

モデルの選定を行って、やがて残った地区に

ついてもモデル選定をやるようなところで今

進めておるところでございます。各管内１地

区以上を目標にして、今モデル地区を立て

て、その支援を行っていくところで推進をし

ているところでございます。 

 

○西岡勝成委員 農地の集約から始まって、

なかなか難しい──まとまりやすいところは

それなりにやってきてもらってますけれど

も、今後の中山間地域の、要するに稼げる農
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業につなげていくかというのは、非常にやっ

ぱり難しいところがたくさん残っている中

で、私も、この前質問させていただきました

が、これは企画振興部で100万円の予算をつ

けてもらって、天草に薬草がどういうものが

あるかという調査を熊大と県の企画振興部で

まず調査をして、その可能性が、栽培して稼

げる農業につながるのかという、まず事前調

査をしていくんですけれども、あさぎり町の

ミシマサイコですか、あそこは60ヘクタール

やってて、反の50万も60万も上がりよるとい

う話で、ツムラと提携してやっとられるとい

うこと、ああいう形のものができれば非常に

おもしろいなと思って、私も力を入れている

んですけれども。 

 ぜひ、そういう面で、何かこれで栽培でき

るような形ができたら支援もお願いしたい

し、そして、調査する段階で私は各組合長に

お願いしたんですが、何か、ぱっと行っても

なかなか、どこにどういうものがあるのかも

わからぬし、できれば地域のＪＡと連絡をと

ってもらって、調査段階から──昔からやっ

ぱり話があるんですね。こういう薬草を、地

元の人はこれを薬草として使いよったという

昔からのあれがあるので、特に天草の場合

は、文献的にもカンゾウがつくられてたとい

う話もありますので、実際私も電話で聞いた

んですけれども、上天草にあるらしいんで

す、大矢野に。それは行ってみないとわから

ないんですけれども、そういうことも含め

て、企画が予算をつけてますけれども、農政

のほうでぜひつながりをつくっていただい

て、先に広がるようにお願いをしておきたい

と思います。よろしく。 

 

○久保田むらづくり課長 今西岡委員からお

話がございましたとおりモデル地区におい

て、モデルで上げます最大の目標というのは

所得向上でございます。地域を元気にして、

そこをモデルとして周辺に波及をさせていく

ということでございまして、若干御紹介申し

上げますと、今モデルで上がっております地

区の中にも、薬草ではございませんけれど

も、基盤を整えて、いわゆる高収益、量は尐

ないけれども、いわゆる付加価値の高い収益

につながるもの、この導入に向けての支援を

行ってもらいたいと。あとは、地域にござい

ます食材、これを活用して、いわゆる農業で

はございませんが、農業外収入、関連がござ

います収入として、県外からとか、あとは外

国から招いて、そこで農家レストラン等、そ

ういったところでの収入を確保して、そこに

農業収入を加えて安定的な農村生活を確保す

る、そういう取り組みをやってまいりたいと

いうような、そういうモデル地区、多彩なモ

デルが今上がってきてございます。 

 委員からございました薬草についても、や

はりそこが所得向上、そういうものにつなが

るものになるかどうか、地域からのお話を含

めて、しっかり寄り添ってお話を聞いて、そ

こはビジネスモデルとしてなれるかどうか、

そこについて支援をし、状況によっては本庁

横断連携で情報を共有して、地域振興、持続

可能な農村づくり、そういったものにつなが

るようにしっかりモデルを育て上げていきた

いというふうに考えておるところでございま

す。 

 

○西岡勝成委員 よろしくお願いします。 

 もう１点、続けて。 

 里海づくり事業で、要するに漁協あたりが

金を出してやってる部分もありますよね、マ

ダイとかなんとかを。それと、それが１番の

ほうで、２番のやつは、ただ県が──例えば

クマモト・オイスターは、県から補助金をも

らって、これ、ただでまだやっとるわけでし

ょう。種苗はただで業者に試験的にやっとる

んだから、全然収益は上がらぬですたいね。

要するに、県の予算を3,000何百万もらっ

て、それで今種苗の開発をしよると。金には
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なってないでしょう。 

 

○山田水産振興課長 クマモト・オイスター

等につきましては、県のほうから協会のほう

に委託をしております。ですから、県のほう

から負担をして、今技術開発をして、それか

ら、養殖業者の方々には、種苗を無償で、今

のところは試験で配付をしているというとこ

ろでございます。 

 

○西岡勝成委員 本来であると、これはうま

くいけば種苗代をもらって、そこの里海づく

り協会がお金をもらう、収入にならないかぬ

たいな。そのためには、やっぱりかなり研究

も大変だと思うけど、早くそういう状態にな

らないと、県も金だけ出してなかなか金にな

らぬと。厳しい財政の中ですからね、やはり

養殖業者も、ただでもらうより自分たちが金

出してやっぱりそれでもうかったというスタ

イルをつくっていかないと、商売の原点が全

く違いますので、その辺は大変だと思います

けれども、ひとつ頑張ってやってください。 

 

○山田水産振興課長 クマモト・オイスター

については、私たち水産の職員として、もう

本当に一生懸命取り組むべき重要な課題の一

つというふうに考えております。いずれは、

やはりしっかりとしたブランドにできるよう

にし、そして、協会としても種苗の販売とい

うことで役に立てるように一生懸命努力して

いきたいと思います。 

 

○西岡勝成委員 クマモト・オイスターとい

う名前は使えるんですか。アメリカで特許を

取った、登録してない。 

 

○山田水産振興課長 クマモト・オイスター

自体は使えると思います。登録をされてると

いうものではないと思いますので…… 

 

○西岡勝成委員 アメリカで。 

 

○山田水産振興課長 はい。 

 

○西岡勝成委員 しかし、あっちから来とっ

たろ、本当は。こっちでつけた名前じゃない

んでしょう。 

 

○山田水産振興課長 もう歴史は西岡先生の

ほうが十分御存じかと思います。戦後、熊本

から持っていって、あちらのほうで非常に小

ぶりでおいしいカキだということで、どこか

ら来たかということで、クマモト・オイスタ

ーということで使われているものだと思いま

すが、熊本から命名したというものではござ

いませんけれども、クマモト・オイスターと

いうことで販売しても問題はないというふう

に思っております。 

 

○西岡勝成委員 アメリカという国はやかま

しかけんですね。やたらそういうのを使いよ

ると何千万、何億円と請求される可能性もあ

るので、それはきちっと調べとったほうがい

いと思いますよ。 

 

○山田水産振興課長 クマモト・オイスター

につきましては、いずれＧＩ等も取っていき

たいというようなことも今検討をいたしてお

りますので、そこら辺も含めたところでいろ

んな商標登録については一生懸命勉強させて

いただいて、遺漏のないように努めていきた

いというふうに思います。 

 

○岩田智子委員 また台風のことにちょっと

戻りますけれども、視察させていただいて、

いろんな被害の状況を見せていただきまし

た。 

 あのときにちょっといろいろ聞いて、視察

したところ以外のところも被害があって、聞

く話で、あの台風３号に関してはちょっと油
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断をしたというような話もちょっと聞いたん

ですね。テレビニュースでもちっちゃかった

ので、余り報道もされなかった。 

 この前の18号は、物すごい報道がされてい

て、本当に前もって今からちょっと準備せな

んというような農家の方もたくさんおられた

んですが、そういう油断みたいなのはあった

のではないかなと。被害をもう尐し抑えるこ

ともできたのではないかなというのがあるん

ですけれども、どうでしょうか。 

 

○堤農業技術課長 農業技術課でございま

す。 

 台風の接近が心配される場合は、もう数日

前から、早いときは１週間前から、そのコー

ス等もある程度読めるものですから、その技

術対策としては、まず作物対策、それとハウ

ス等の施設対策あたりを市町村、農協等に通

知をいたしておりまして、今回もちょっと記

憶はございませんけれども、数日前に、その

対策等を情報提供してホームページ等もアッ

プいたしております。 

 油断というところでは、若干個人的には油

断をしておりましたけれども、対策等は十分

に情報提供等対策も含めてしっかり対応いた

しております。 

 

○岩田智子委員 個人的な、やっぱり大きさ

とかそういう報道とかでもちょっと違ってく

るのかなと思いますけれども、十分そうやっ

て防災というか、そういうのをしていただき

たいなと思います。 

 それから、視察の後に、会派でも研究セン

ターのほうにも視察をさせていただいて、被

害の状況もいろいろあって、予算が計上され

ているので、とても安心したところです。 

 以上です。 

 

○前川收委員 済みません、中座して。 

 もう聞かれてるかもしれないので、その途

中で、あった部分については、さっき答えま

したと言ってもらってもいいんですけれど

も、まず６ページの農業施設災害復旧費の中

で、これは地震災害ですね。震災復旧緊急対

策経営体育成支援事業。 

 代表質問でもお話しさせていただきました

けれども、今回も37億1,300万余の予算が組

まれておりまして、非常に心配しているの

は、あのとき言ったとおりでありまして、予

算はいただいたものの、もしくは交付決定は

いただいたものの、復旧する人がいない、業

者さんがいなくて復旧ができないままでいら

っしゃって、まだそれが見通しが立ってない

という方がたくさんいらっしゃるという現状

については、過日代表質問で話をさせていた

だいたところでございます。 

 その中で、私のほうで質問の中で言わせて

いただいたのは、業者さんを広げていくため

には、グループ補助金と同じ手法で、グルー

プ補助金のほうは補助率は４分の３、こっち

は９割ということで、補助率の違いはあって

も結局震災被害の中で復旧するための事業で

あるというのは、農業と商工業の違いという

ことであるというふうに思いますので、掛か

り増し費用を商工のほうでは出すということ

になってて農業では出さないと。まだあの時

点においては出せないという──いや、出せ

ないとはおっしゃってませんね。緊急に詰め

るという話はなさったというふうに思ってお

りまして、部長が詰めるとおっしゃったの

で、詰めた結果が、まだ緊急というのはどの

ぐらいかはわかりませんけれども、今回の予

算に反映はされてないみたいでありますか

ら、追加提案もないみたいでありますが、そ

の点についてどうお考えになってらっしゃる

のかが第１点です。 

 それと第２点目は、次の７ページ、農地災

害復旧費の県営農地等災害復旧事業費という

ことで、深迫ダムについて、これはもうずっ

と水がダムまで来るかどうかの検証をやりな
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がらとか、いろいろな話を聞いていただきま

した。受益者は、大津、菊陽の方が多いわけ

でありますけれども、ずっと御相談をいただ

いておりましたが、今回２億4,000万の復旧

事業費ということが出てきたわけでありまし

て、随分時間がかかりましたけれども、結果

としてどういうことをやるのか、私まだ聞い

てませんけれども、その内容について教えて

いただきたいというふうに思っています。 

 それから、８ページ、３つで済みません。

８ページのむらづくり課、土地改良費。 

 さっきまでお話が出てたのとかぶりますけ

れども、今回、県営中山間地域総合整備事業

の中に750万の補正が出て、この750万という

のは多分熊本県だけだと思います。非常に多

様な中山間の視点ですね。中山間の振興の視

点として、農業だけじゃなくて林業も、それ

から今お話がございました観光業も含めた複

合収入という話。 

 代表質問でできなかったんですけれども、

そもそも私の持論で、中山間地帯の生活は複

合収入で支えられてきたということをずっと

言い続けてきておりますから、そのことに視

点を置いた予算をつくっていただいたことは

とてもありがたいんですけれども、この複合

収入をやるときに一番困るのは、行政の弱点

ですね。 

 セクト主義というのがあって、なかなか、

これは農林水産部でやる部分と、さっき観光

という話が出たんですけれども、これは商工

でやる部分と、それ以外、薬草の話である

と、環境でやるとか、健康福祉部でやると

か、本当にさまざまな部分があって、それぞ

れに頑張ってはいただいておりますが、やっ

ぱりこれは行政の弱点であると同時に、県民

の戸惑いのもとがそこなんですね。 

 やることは１つ、お願いも１つと、県庁も

市役所も同じことたいと。言うちゃ悪いけ

ど、行政という見方で見れば同じに見えるわ

けで、どこかに言えばぴんと返ってくるとい

う形ができてないと、ああそれは市の仕事じ

ゃありません、県の仕事と、県に行ったら、

県の中でも農林水産じゃありません、商工で

すとか、あっちですとかたらい回しされてし

まうというのが、この種の事業の弱点だとい

うふうに思ってますけれども、それはどうや

って庁内を総合的にまとめていかれるおつも

りなのか。 

 以上３点。 

 

○山口裕委員長 まずは震災復旧のほうか

ら。 

 

○鳥井農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課です。 

 御質問の震災に伴う業者不足ですとか事業

費の上昇に対応した経営体育成支援事業によ

る農家の復旧の後押しですけれども、その

後、市町村から詳しい着工状況ですとか事業

の進捗状況などの聞き取りをまずいたしまし

た。 

 その結果ですけれども、未着工の状況とい

うのは全体で３割、このうち28年からの繰越

事業で４割でございます。また、資材不足、

人件費増による事業費のアップが、平均でや

はり10％でございます。この中で、特に28年

度からの繰越事業、これがやはり繰り越しと

いうことで補助金の増額ができずに農家の負

担がふえているということが問題だと思って

おります。 

 このため、まず業者をどう確保するか、農

家に対して業者をマッチングしていくこと、

それから、農家の負担を軽減することにつき

まして、早期着工それから負担軽減が図られ

るよう、特に年度末までにやはり着工すると

いう目標を念頭に置いて、今早急に詰めてお

るところでございます。まだ結局……。 

 

○前川收委員 一応全部聞いた後で。 
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○山口裕委員長 じゃあ、続いてダムの。 

 

○福島農地整備課長 深迫ダムの災害復旧の

件につきましては、今現在、あそこは全面遮

水シートというのを張っておりまして、そこ

の水上部分のシートのほうが3,000平米ほど

風でめくれております。そちらのほうを復旧

する予定にしております。２億4,400万とい

うのは、ちょっと大き目に組んでおりますの

で、ここまでは行かないかなというふうには

思っております。 

 

○山口裕委員長 続いて、中山間。 

 

○久保田むらづくり課長 むらづくり課でご

ざいます。 

 委員からございました中山間対策の中での

複合収入を今後どうやって進めていくか、庁

内連携も含めてというお話でございます。 

 先ほどお話ししましたとおり、繰り返しに

なりますが、モデル地区を今立てて、鋭意そ

こをしっかり育てて周辺に波及させていくと

いうことでやってございます。高卖価作物の

導入でございますとか、後は農家レストラ

ン、これも農家につながる話かと思いますけ

れども、そういったところで、経営のノウハ

ウでございますとかいろんな情報発信をし

て、しっかりサポートしていくということで

進めております。 

 その中で、先般委員会もございました。農

業収入に直結する共通の課題として、いわゆ

る鳥獣被害対策、これは非常に深刻でござい

ます。これについても鋭意、ソフト対策、ハ

ード含めてやっておりますが、これもある意

味、捕獲をしました鳥獣、ジビエの活用もこ

の観光につながる話ではなかろうかなと思っ

ているところでございます。 

 加えまして、国のほうでは、今後の農村地

域の振興を進める上で、農家民泊、農泊、こ

ういったことも、2020のオリ・パラ開催に向

けて32年まで、まあ、あくまでも概算要求の

段階でございますけれども、平成32年までに

500件ほど全国で指定をして推進していくと

いうことでございます。 

 こういったいろんな情報がございますし、

地域の課題もいろいろとそのニーズも違いま

すけれども、今委員からお話がございました

農観の連携につきましては、今国が打ち出し

ておりますジビエの利活用でございますと

か、あとは農泊の推進、こういったところを

我が農林水産部としては一つの情報発信の材

料としまして、今後は、必要に応じ、庁内の

中で、当然、委員からございました商工観光

労働部とかそういったところとも連携、あと

は学校関係で出てくるかと思いますので、連

携をしながら進めていくということで考えて

おります。 

 モデルにつきましては、今上がってきてお

りますが、非常に共通の課題もありますけれ

ども、各地域、課題というか、ニーズは多様

でございます。これをする中においてモデル

を広げていくということが前提ではございま

すけれども、こういった多様のニーズに対応

できるように、先般から５点ございました施

策の逆引き集パッケージもやりましたし、実

態調査、あるいは統計上の中山間地の市町を

まとめて情報発信をしておりますけれども、

こういった観光の振興も含めて既存制度を活

用しながら、必要に応じ、こういった観光と

の連携についても国のほうに提案も行ってま

いりながら、トータルとして多彩なというか

モデル地区を設定してやっていきたいと。そ

の中の大きい柱として、農と観光の連携、農

と林業の連携、こういったことも中心に置き

ながら進めていく必要があるというふうに考

えておるところでございます。 

 以上でございます。 

 

○濱田農林水産部長 捕捉をさせていただき

ます。 
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 前川委員からありました１点目の経営体育

成支援事業でございます。 

 これについては、我々が問題意識をもう１

つ持っておりますのが、事業費をいっぱい組

んでおりますが、その執行をまだまだ行って

いない。そういったときに、１年先のことを

考えますと、年度内に契約まで持っていかな

いと、事故繰りもできないという状況に至り

ます。要するに、お金を捨ててしまわないか

ぬという状況に至り、ここが非常に我々切迫

感を持っております。 

 こうした中で、前川委員からも代表質問で

御提案がございました。そうしたものは、や

はり商工と横並びの発想で、我々、この事業

をどう前に回していくかと、それはひいては

農家の生活の支援になるという位置づけで今

進めております。 

 ですから、具体的な方法は今財政当局でや

りとりしているところなんですが、余りはっ

きりは言えないんですが、既に、この農業サ

イドで農家の生活再建のメニューも幾つか支

援策を持っておりますので、できれば、その

中に１メニューを追加するという形で、これ

は早目早目に我々も動けるような形でできな

いかということで今詰めてございます。でき

れば、我々の希望としては、もう10月中にも

スタートをさせるというところで今詰めてお

りますので、そこは、その時点でまた御報告

させていただきたいというふうに思います。 

 それともう１点、中山間の話でございます

が、これも前川委員からありましたとおり、

もう県庁で言っても部局を相当またがるわけ

でありまして、農家側あるいは地域側からす

れば、一つのワンストップなんですね。この

ことを我々も十分認知をいたしております。 

 ただ、我々も、ウイングを広げながら、他

部局を巻き込んで、この中山間問題に行かな

ければならないと思っておりますので、特

に、地域振興課、あるいは観光、こういった

ものと、またＰＴのウイングを広げていく必

要があるというふうに思っています。 

 具体的に、来年から各地区のモデルがビジ

ョンを出してまいります。こういったことを

したいというのが出てまいります。その時点

でまた強化をしていかなければいけないとい

うふうに思っておりますので、また来年よろ

しくお願いいたします。 

 以上です。 

 

○前川收委員 一番最初の経営体育成支援事

業については、ちゃんと考えているというお

話をされましたから、考えていただいている

のでありがたいんですけれども、考えている

だけじゃだめなので、実行してもらわないと

困りますし、非常に切迫していると思いま

す。今の時点で、あと半年しかもうないんで

すね、来年３月31日までという前提で考える

と。 

 そうなったときに、こっちの政策だけやれ

ばできるわけじゃなくて相手がいるわけです

ね。要は、農家もやりたい、県も応援します

と言ったって、その事業を受けてくれるとこ

ろがないことには、この事業は成立しない

し、契約も補助金申請もできないという環境

になっているわけでありますから、そこにち

ゃんと響かせていって、マッチングをちゃん

ととっていくということについて、さっき言

ったように補助金返納ということになるの

は、返納は残念ですけれども、返納以上に、

そこには本来必要な農家が使えなかったと、

そういう人がいるわけですね、背景に。 

 結局、例えば農舎の再建をやりたいという

ことで考えてたけど、できなかったというこ

とに結果としてなるわけでありますから、も

しくは畜舎の再建をやりたいという方がいて

も結果としてやれなかったということ、それ

だけはないようにぜひ頑張っていただきたい

というふうに思っております。よろしくお願

いいたします。 

 それと、深迫ダムについては、シートの話
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をなさいましたが、そもそも通水試験をやり

ながら水が深迫ダムに来るのかどうかが当時

のテーマであって、それについてはもう終わ

ったんですか。全然途中でわからないので、

もういいです。詳しくはいいけれども、深迫

ダムについては、受益の皆さんから、土地改

良区の方からさまざま御要望をいただきまし

た。途中では、もう深迫ダムは使わないか

ら、使えないから、もしくは、井戸掘ってや

りますということも私に直接いただいたこと

がございました。 

 しかし、そのときに、ちょっと待ってくだ

さいと私言ったんですよ。ちゃんと県で今検

査をして、災害対応でやれるという部分につ

いてはやりたいと思ってらっしゃいますか

ら、あなたたちが慌ててやると、結果として

自分で損してしまいますよと、普通の事業に

なっちゃうと損するから災害のほうでやった

ほうがいいでしょうということでずっと言っ

てきたわけですよ。そして、今度は予算は出

てきたけれども、経過の報告は全く私はわか

らなかったので、その途中がですね。また後

で教えてください。それで結構です。 

 それともう１つ、最後の部長がおっしゃっ

たように、ワンストップをどうつくるかとい

うのは非常に難しい。多分行政はいつも抱え

ているテーマだと思っていますので、ぜひ、

そこのテーマに向けて打開できるようなこと

を、来年度に向けてモデルでいろんな要望を

吸い上げながら、それに対応できる形という

ものをぜひつくっていただきたいというふう

に思います。 

 そこで、ちょっとお願いなんですけれど

も、既にやってらっしゃると思いますが、中

山間地帯の現状から言うと、もうお年寄りの

皆さんがほとんどで、いろんな企画をやった

り、行動を起こしたり、企業的な発想を持っ

てとか、そういうことができる──できない

とは言いませんけれども、できる世代が尐な

いですよ。もう現状は皆さん御存じのとお

り。 

 そうなったときにどこが頼りかといいます

と、もちろん県行政が頼りなんだけど、一方

で、やっぱりＪＡ、農協ですね。農協あたり

が全県のネットワークを持って中山間のこと

もわかってるわけですから、こういう企画そ

の他の中に必ずＪＡを入れて、事業主体とい

うぐらいの気概で、うちのＪＡは事業主体で

でもやりたいと言ってましたけれども、ＪＡ

が事業主体になるぐらいの気概で事業を組み

立てないと、多分もう平均年齢から言えばず

っと上がってしまっている皆さん方に、申請

はせないかぬわ、何かいろんな難しい会計の

処理もしていかなきゃいけないわ、企画は─

─もちろん企画から始まるんですけどね、企

画をし、申請をしという、従来の補助金を取

ったりいろんな事業をやるときに必要なメニ

ューを地元だけでこなせというのは、なかな

かこれは難しい。ぜひ伴走型でやっていただ

きたいということと、できれば、そのＪＡと

どうかかわってらっしゃるのか、そこは御答

弁いただければと思いますけれども。 

 

○久保田むらづくり課長 今お尋ねの点です

けれども、プロジェクトチームをつくり上げ

てやっています。これは、あくまでもまだ行

政の段階でのチームというか編成メンバーで

ございます。 

 今後は、今部長のほうからお話がございま

したとおり、モデルを今立ち上げて、しっか

りそこに寄り添って、多彩なモデルでござい

ます、一個一個同じものは一つもございませ

ん。そこの中で、例えば高齢化が進んで、自

分が持ってる農地、水田をどうやって維持管

理していくかと非常に不安を抱えているとい

うことで、法人化をして今後進めていくとい

うような地区もモデルとして上がってきてご

ざいます。 

 その辺の中身も一つＪＡあたりが参画をし

ていただいて、今後発展するという大きい可
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能性を秘めたといいますか、そういう要素も

ございますので、地区地区のモデル地区の推

進を見ながら、ＰＴについても、その地域の

モデル推進に合ったＰＴのメンバーを今後は

しっかり推進に合わせて考えてまいり、ＪＡ

もその中の大きいメンバーではないかという

ふうに考えているところでございます。 

 

○前川收委員 最後に。 

 ぜひ、今県内の中山間モデルを募集なさっ

て、いろいろ聞き取りなさってらっしゃるけ

ど、この事業は多分全国で成功しているとこ

ろは余りないんじゃないか。聞いたことない

んですね、余り。農業だけとか、こっちだけ

というのはあっても、全体的な複合収入をき

ちっと行政が見守りながらいろんなきっかけ

をつくってやっていくということはないの

で、全国のモデルになるような意気込みで頑

張っていただければと思います。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○前田憲秀委員 済みません、もう前川委員

がほとんどおっしゃっていただいたんですけ

れども、私も、経営体育成支援事業のこと

で、もちろん返納があるようなことは絶対あ

ってはならないとも思っています。その前

に、昨年からもいわゆる洪水害で被害を受け

たようだけれども、やっぱり結局これは地震

が原因だったとか、さまざま個別に相談を受

けました。 

 もう一度聞きますけれども、この支援メニ

ューにはまるんだろうけれども、それを気づ

いてないような人はもういないですよね。漏

れはないですよね。そこをちょっと確認した

いんですけれども。 

 

○鳥井農地・担い手支援課長 農家への周知

につきましては、ことしに入りまして再度、

関係市町村のほうから、広報ですとかそうい

ったところでしっかり周知をしておりまし

て、８月末で取りまとめをしておりますけれ

ども、そこでもないと思っております。さら

に、あればそういったことについても、まだ

受け付け、相談を対応していきたいと思って

おります。 

 

○前田憲秀委員 相談の対応もあるというこ

とですので、しっかり門戸は開いていただき

たいなと思います。 

 それと、１点いいですか。 

 説明資料の４ページ、先ほどちょっと出ま

した農業研究センターの施設整備で1,300万

の修理なんですけれども、ハウスということ

だったんですが、もう尐し具体的にどういう

被害だったのか教えていただいていいです

か。 

 

○下舞農業研究センター所長 主には、畜産

研究所、果樹研究所、茶業研究所でそれぞれ

施設の被害とかを受けてますけれども、一番

大きな被害は、果樹研究所のビニールハウス

の全損なり一部損壊、ネット、マルチなどの

損壊などでございます。 

 

○前田憲秀委員 それで受ける研究に対する

影響みたいなのは大丈夫なんですか。果樹研

究ということですが。 

 

○下舞農業研究センター所長 果樹は、落葉

果樹中心で、梨とか桃などの落葉果樹の研究

が一部やはり落果等ですね。一部縮小といい

ますか、影響を受けているところがございま

す。 

 

○前田憲秀委員 わかりました。 

 委員長、もう１点だけいいですか。済みま

せん。 

 先ほど共済のお話があったんですけれど
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も、６月の委員会でも御説明があったと思う

んですけれども、例の所得補償の保険がスタ

ートしましたですよね。あれとの兼ね合わせ

でうまくカバーできるような方向性には行か

ないんですかね。どうでしょうか。 

 

○杉山団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 収入保険につきましては、31年からスター

トということになっております。 

 基本的には、農業共済につきましては、自

然災害による減収を原因として補償をする

と、しかも品目ごとに加入をするといったも

のとなっておりまして、農業経営全体をカバ

ーできないといった課題がございました。そ

ういった課題について整理をして、今の収入

保険ができたというふうに国のほうで説明を

しております。 

 

○前田憲秀委員 それは承知をしておりま

す。また、その保険に関しては、例えば青色

申告が義務づけられる、簡易的でも最初のう

ちはいいよとか、恐らく農業従事者の所得の

把握というのは年々やっぱり変わってくるん

じゃないかと思うんですよね。共済も含め

て、そこら辺がなかなか確定しにくいという

か難しい背景が私はあるのかなと。以前も農

協関係の申告のお手伝いなんかしたこともあ

りますけれども。 

 ですから、31年から制度がスタートすると

いうことですので、それに向けてきちんとそ

こら辺が整備できるような体制づくりも、や

っぱりアドバイスというか周知をしていただ

く必要があるのではないかなというふうに思

います。 

 自然災害が共済の場合は対象ということで

すけれども、今度の所得補償というのは、い

わゆる収入をカバーしていただけるわけです

から、それはもう大前提ですよね。ですか

ら、その点の周知も、ぜひこれから検討して

いただければなと思いますけれども、いかが

でしょうか。 

 

○杉山団体支援課長 団体支援課でございま

す。 

 おっしゃるとおり、収入保険の加入の要件

といたしまして、青色申告をすることが義務

づけられております。基本的には、５年間、

実績として青色申告の実績が必要ですけれど

も、今スタートする事業でございますので、

１年の実績があれば可能だというふうにされ

ております。 

 31年からスタートいたしますので、これに

向けて、スタートの時点からその収入保険に

加入をするためには、30年に加入の申請をし

なければならない、その時点で青色申告の実

績が１年必要でございますので、29年から青

色申告を実施する必要がある、さらに、その

青色申告を29年から実施するためには、こと

しの３月には前段の申し込みをしておかなけ

ればならなかったということがございまし

て、そういうこともありましたので、昨年

も、そういうことが判明しましてすぐのころ

から既に、収入保険の制度の普及あるいはそ

のための青色申告の実施の必要につきまし

て、ことしに入りまして、昨年度中から各市

町村あるいは各種団体に向けまして、その辺

の普及についてのお願いをしてまいりまし

た。さらに、今年度から、そのあたりの収入

保険の普及啓発のための新規事業を実施いた

しまして、収入保険の加入の促進、さらには

青色申告の実施についての研修会を今年度実

施することといたしております。 

 

○前田憲秀委員 ありがとうございました。 

 まず、周知をしっかり徹底していただくと

いうのが１つあるのではないかと思います。

それと、その保険というと、やっぱり保険料

を払わないといけないですから、負担がまた

ふえるというイメージもあります。内容は私
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も詳しく見てませんけれども、比較的保険料

も抑えられるような仕組みもあるし、しっか

り検討していただいていると思いますので、

今おっしゃったように、青色申告がいつまで

にはスタートしないといけないだとか、そう

いう周知はしっかり徹底していただければと

思います。よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○村上寅美委員 部長、今いろいろ戦術的な

お話があったけど、戦略的に──農地も後継

者も間違いなく減っていきよるわけですね。

農地も荒廃して減っていく、ですね。後継者

は当然減っていく、人はいないから。とする

なら、これをフォローアップするのは基盤整

備しかないと思うんですよ、地域地域のね。

これはずっと言ってきているけど。 

 だから、ＪＡ熊本市の河内の関係は、河内

だけで５つかな、基盤整備のプロジェクトを

つくりました。生産者が理事を中心につくっ

て今進んでいると思うから、県も指導して入

っているはずだけど。だから、これは相対的

にやっぱり基盤整備ということに対してやっ

ぱり国とか県が方針があるんだから、これを

おろしたほうが一番強いんですよ、生産者に

対しても。言うこと聞くというか何というか

ね、積極性が、あれがあるんですよ。この辺

をやっていかないと、ふえはしませんよ、こ

ら。もう後継者が間違いなく減っていく、こ

れは人口の問題。それと基盤整備しないこと

には農地は荒廃していく。 

 この辺をフォローアップしてカバーするた

めに、思い切ってそこを県が指導的立場で、

さっきからあっとったＪＡあたりと組んで、

教育というか指導をＪＡあたりがしながらお

ろしていく。そして、やっぱり集落、飛び地

じゃいかぬから、基盤整備は、だから集落集

落の基盤整備というのを推進すべきだと思う

けど、その辺はどう考えているのか、どの程

度まで進めようとしているのか。課長でも誰

でもいいけど、わかったら教えてもらいた

い。 

 

○村山農村計画課長 今先生からも御指摘ご

ざいましたけれども、基盤整備のほうは熊本

県下しっかり推進していこうというスタンス

でございます。特に、やはり後継者も減って

いくという中で担い手の問題もございますか

ら、そういったことと連携する上で、やっぱ

り農地の集積、そういったことや、あとはも

う１つ、高収益性の作物を導入するなどして

自立していくとか、そういったことと連動さ

せてしっかり基盤整備を進めると。 

 その際に、今県も卖県で中山間なんかもつ

くってますけれども、農家の負担がやはり課

題ですから、集積要件をかけて農家負担が極

力減るような、そういった促進費なんもセッ

トで今推進しております。ですので、そうい

った動きをしっかり加速化させると。 

 それで、そういった中で、また関係者の地

域の方々、地域によっては土地改良区だった

り、地域によっては農協だったり、営農組合

だったりと、いろいろあると思いますので、

その辺の地元の方ともしっかり連携して進め

ていきたいと思います。 

 

○村上寅美委員 だからね、今言った答弁の

中で、じゃあ現在ね、これはわからぬと思う

から、これは意地悪になるかもしらぬけど、

どの程度進んでいるのか、どこが何パーセン

トぐらい、どのＪＡが一番進んでいるのか、

こういうデータぐらいとって本格的に──も

う答弁要らぬから、持たぬはずだから。だか

ら、それをとって、今みたいな答弁も実質ど

の程度まで結果としてついてきているか、つ

かせないかぬかということが大事だから、そ

の辺を要望しとく。ないでしょう、データ
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は。 

 

○山口裕委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 なければ、これで付託議案に対する質疑を

終了いたします。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第２号及び第９号か

ら第11号までについて、一括して採決したい

と思いますが、御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○山口裕委員長 異議なしと認め、一括して

採決いたします。 

 議案第１号外４件について、原案のとおり

可決または承認することに御異議ありません

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○山口裕委員長 異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号外４件は、原案のとおり可決

または承認することに決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○山口裕委員長 それでは、そのように取り

計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、報告をお願いします。 

 

○千田農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 農林水産常任委員会報告資料、(1)熊本地

震による農林水産業の被害及び復旧・復興の

状況について説明させていただきます。 

 資料の３ページ以降、６月議会後の事業の

進捗状況につきまして、８月末時点での修正

を、それぞれ朱書きにしておりますので、御

確認をお願いいたします。 

 この中で１点だけ、農業施設及び農業機械

の復旧を支援します被災農業者向け経営体育

成支援事業について紹介させていただきま

す。 

 ３ページをごらんください。 

 下のミシン囲みの中にありますように、申

請件数合計9,631件のうち、事業完了が3,895

件、申請件数比では40.4％となっています。 

 その他については、説明は割愛させていた

だきます。 

 以上で復旧、復興の状況の説明を終わりま

す。 

 続きまして、農林水産常任委員会報告資

料、(2)日ＥＵ経済連携協定(ＥＰＡ)につい

て説明させていただきます。 

 １ページをごらんください。 

 日ＥＵ・ＥＰＡの概要及び物品関税に係る

合意の概要になります。 

 下段、左側の円グラフにありますように、

日ＥＵ・ＥＰＡ交渉の大枠合意により、世界

のＧＤＰの約３割、人口の約１割を占める巨

大経済圏が設立されることとなりました。 

 主な交渉結果について、下段に表で整理し

ています。 

 ＥＵから日本が輸入する際の関税について

は、主要なものについて、３ページ以降で別

途説明させていただきます。 

 日本がＥＵへ輸出する際の関税では、現在

10％の乗用車が８年目に撤廃、牛肉、緑茶、

水産物、日本酒等、ほぼ全ての品目で即時撤

廃となっています。 

 ２ページをお願いいたします。 

 今後のスケジュールですが、左側に記載の

とおり、現在は大枠合意の状態であり、年内

の大筋合意、平成31年の早い段階での発効を

目指すこととされています。 
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 国内対策については、右側にありますよう

に、政府は、ＴＰＰ等総合対策本部を立ち上

げ、基本方針を策定、この秋には政府大綱と

して取りまとめ、補正予算に盛り込むとされ

ています。 

 ３ページをお願いいたします。 

 以降のページで、ＥＵからの輸入に関し、

主要な農林水産物への影響を整理していま

す。 

 まず、チーズ等乳製品については、左上の

黄色の枠内にありますように、低関税輸入枠

新設と枠内関税の削減撤廃、ソフト系チーズ

の枠内関税撤廃は、ＴＰＰより踏み込んだ内

容となっています。 

 右下の影響予測では、競争力のあるＥＵ産

乳製品に一定量が置きかわり、国内加工向け

生乳の余剰、乳価の下落、さらに本県酪農家

の経営等への影響を懸念としています。 

 ４ページをお願いいたします。 

 豚肉については、低価格帯では10年目まで

に関税キログラム当たり50円に削減等、ＴＰ

Ｐと同水準の内容となっています。 

 右下の影響予測では、豚肉については、肉

質の国内外の差がほとんどないこと、また、

ＥＵでは高価格帯から低価格帯まで幅広く生

産、域外輸出も多いことから、輸入の増加、

国産豚肉の価格の下落、県内の大半を占めま

す中小の養豚農家の経営への影響を懸念とし

ています。 

 ５ページをお願いいたします。 

 林産物については、10品目の関税について

８年目に撤廃、猶予期間はＴＰＰの半分程度

となっています。 

 右下の影響予測では、ＥＵ産製材品や構造

用集成材等は、住宅用建材として広く利用さ

れており、関税撤廃により、国内製材品、合

板との競合、丸太価格の下落、県内林業・製

材業への影響を懸念としています。 

 最後に、６ページをお願いいたします。 

 水産物については、ＴＰＰで関税即時撤廃

となったノリを初め、海藻類は関税撤廃等か

ら除外されております。また、魚介類は、品

目等により、段階的撤廃または即時撤廃とな

っています。 

 右下の影響予測では、ノリは、関税が維

持、魚介類は、各国の漁獲規制やこれまでの

輸入実績がないなど、輸入量は急増しない、

すなわち直ちに影響は出ないとしておりま

す。 

 農林水産政策課からの説明は以上です。 

 

○山田水産振興課長 (3)平成29年９月に発

生した赤潮被害についてでございます。 

 別紙資料をごらんください。 

 今回発生しました赤潮は、シャットネラ赤

潮です。右側の写真を示しておりますが、過

去には３カ年で27億円もの被害が発生したこ

とがある赤潮でございます。 

 まず、(1)発生状況ですが、８月16日に八

代海の広い範囲でシャットネラが確認され、

上天草市の姫戸沖で警報発令基準値を上回っ

たため、八代海に赤潮警報を発令しました。

その後、８月下旬から９月初めまで、広くシ

ャットネラの分布が確認されており、一部に

は濃密化した着色域が見られました。９月３

日以降、細胞数が減り始め、９月11日にはほ

とんどの海域で警報発令基準値を下回りまし

た。そして、９月22日には赤潮警報を解除い

たしております。 

 (2)漁業被害状況についてです。 

 天草市で、ブリが3,000尾程度へい死して

おります。推定800万円ほどの被害が発生し

ております。 

 (3)被害防止対策です。 

 ８月21日から９月８日まで、シャットネラ

の拡大防止に効果がある塩、粘土を散布いた

しております。また、被害軽減策として有効

な餌どめなどの指導を行っております。ま

た、赤潮分布調査の実施や養殖業者への情報

発信に努めてまいりました。 
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 本庁広域本部においては、それぞれ対策本

部、現地対策本部を設置いたしまして、赤潮

発生状況や被害情報等の収集に努め、関係者

への指導に努めました。９月22日に警報が解

除されたことにより、両対策本部とも解散を

いたしております。 

 右側、下の表をごらんください。 

 御説明しましたシャットネラ赤潮以外にも

赤潮警報を発令しておりましたが、いずれも

漁業被害は発生しておらず、９月22日同日に

全ての警報を解除いたしております。 

 水産振興課は以上でございます。 

 

○山口裕委員長 以上で報告が終了しました

ので、質疑を受けたいと思います。質疑はあ

りませんか。 

 

○村上寅美委員 これは、ピンクで影響とい

うところ、農林、水産、双方出とるけど、こ

れは、団体等は、ＪＡあるいは漁連、漁協あ

たりとの協議というか、その途中経過の協議

はあってるんですか、これについて。農林も

水産もやってるの。 

 

○千田農林水産政策課長 現在、こちらのほ

うは庁内で評価を取りまとめた状況にござい

ます。 

 

○村上寅美委員 その段階。これはぜひその

辺のところは、県内の影響というか、そうい

うところは、取りまとめをした上でテーマを

つくってからでも結構だけど、必ず業者に振

って、業者との協議というのを必ず入れてく

ださいよ。入れないと問題になるよ、これ。 

 

○千田農林水産政策課長 関係団体とも情報

共有しながら協議を行ってまいりたいと思い

ます。 

 

○村上寅美委員 それはしてくださいね。結

果は国が決めること、最終的には。県が方針

決めても国のあれで行くことだけど、熊本県

としてどうあるべきかということに対しては

真剣に取り組んで、業者間との協議の上でや

ってもらいたいということを要望しておきま

す。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○末松直洋委員 日本とＥＵの経済連携協定

についてですけれども、１ページの交渉結果

のチーズとか脱脂粉乳、バターの合意内容で

すけれども、低関税輸入枠を新設するという

ことでありますが、どれぐらいの低関税にな

りそうなんですか。 

 

○千田農林水産政策課長 ３ページの左上に

ありますように、低関税輸入枠について、脱

脂粉乳、バターにつきましては、現在の輸入

枠が発効当初と見込んでおりますが、１万 

2,857トンを低関税輸入枠１万5,000トンに引

き上げとなります。また、チーズのほうにつ

きましてですが、モッツァレラ、カマンベー

ル等ソフト系チーズにつきまして、低関税輸

入枠を新設ということで、２万トンを３万1,

000トン、16年目ですが、３万1,000トンまで

引き上げる計画となっております。 

 

○末松直洋委員 現在、北海道産の牛乳は、

ほぼ加工品に回っているということですけれ

ども、やはりチーズ、乳製品が入ってくれば

北海道産のほうが生乳に回ってきて、かなり

北海道以外の生産地のところが影響を受けそ

うだということであります。そうなると、や

はり酪農業だけじゃなくて、それに携わっと

るホールクロップとか飼料米あたりの影響も

かなり広がってくるような感じがしますの

で、そこら辺はどう考えておられるか。 

 

○中村畜産課長 委員の御指摘のとおり、海
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外からの加工原料のチーズ、バター等がふえ

てくるということは、国内の加工向けに北海

道が担っておりますので、その分が余剰とし

て出てまいります。その分の国内対策をしっ

かりと打っていただかないと、結局は都府

県、九州のほうにも影響が出てまいりますの

で、そういった対策はしっかりやっていただ

きたいということで、指定生乳団体の改革も

含めて、委員会のほうから意見書も出してい

ただきましたけれども、我々としても、その

辺の対策はしっかり打っていただくようにお

願いしたいなということで、今後も引き続き

要望活動を進めてまいりたいと思っていま

す。 

 ただ、１点だけ、今の乳製品の世界的な情

勢を申し上げますと、乳製品は世界的に逼迫

する状況がございます。非常に不足する状況

がございますので、ヨーロッパでも、ことし

の冬場にはバター類が不足するんじゃないか

ということの感触が出ておりますので、日本

にＥＵからどっと押し寄せてくるというよう

な状況は、今の段階ではそんなに大幅にふえ

るというような状況は生まれてこないのかな

と思っておりますが、先ほど申し上げたよう

に、国にはしっかりとした対策を打っていた

だきたいということでお願いしてまいりたい

と思っております。 

 

○末松直洋委員 県内の酪農業の人は、かな

りやっぱり不安を感じておられますので、そ

こら辺の説明をぜひ丁寧によろしくお願いい

たします。 

 以上です。 

 

○前川收委員 熊本県議会においては、ＴＰ

Ｐ対策特別委員会もつくって、ＴＰＰ対策を

ずっとやってきたわけですね。今回、ＥＵと

のＥＰＡという話になったんですけれども、

関税撤廃とか関税削減、段階的削減というの

は、構図は同じだというふうに思っていま

す。 

 ＴＰＰ対策のときに出てきた対策として

は、国のほうで方針を示してらっしゃったた

くさんのメニューがあったけれども、そのメ

ニューの中に、発効すればやりますという部

分があったんですね。ＴＰＰが発効すれば対

策を入れますという話があった。 

 私は、このＥＰＡについても、仮にアメリ

カを除く部分ＴＰＰがあろうがなかろうが、

同じような貿易対策というものとしてＴＰＰ

の前例があり、もし──ＥＰＡのほうが先に

発効する可能性が高いわけでありますから、

現状の流れでいけば、そのときに、あのとき

議論したＴＰＰ対策というものを尐し手を加

えていただければ、かなり包括的な対策にな

るというふうには思っているんですけれど

も、その辺はどうなるのかという情報は入っ

てますか。 

 

○中村畜産課長 今国のほうでは解散がされ

て、今後いろいろな経済対策も含めて動きが

出てくるかもしれませんけれども、今ＥＰＡ

の中では、豚肉、牛肉というのは非常に影響

は大きいということがありますので、ＥＰＡ

の対策の中で、その分はしっかりと出てくる

と思っております。 

 ＴＰＰのイレブンについて動きはどうなる

かわかりませんけれども、一番問題になって

くるのは、牛のマルキンの制度をこの機にし

っかりと制度を９割補塡ということまで踏み

込んでいけるかということでございますの

で、我々としても政府予算提案の中で何度も

要望してまいっておりますので、今後、引き

続き、その点については、同じタイミングで

全ての畜種の政策が打たれるように努力して

まいりたいと思っております。 

 

○前川收委員 ＴＰＰので議論したんですけ

れども、結局ＴＰＰだからじゃないんです

ね。やっぱり貿易対策として、貿易がこれだ
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け入ってきてから低関税とか関税なしで農産

品が入ってくれば困るでしょうということで

やった部分においては、ＴＰＰもＥＰＡも同

じなんですね。内容についてもかなり似てい

るし、こっちのほうが厳しいところもあるわ

けでありますから、ぜひ、ＴＰＰ対策の発効

したらという部分を、さっきも言ったマルキ

ンも含めて発効しなくてもやってる部分は今

ありますけれども、発効しなきゃやりません

よという部分が幾つかございました。そうい

った部分を、ＥＰＡが発効したなら適用とい

うようなことを、やっぱり我々も含めてです

けれども、政治運動でやっていかないと、あ

れはＴＰＰですと、ＥＰＡは違いますという

話は、私は筋が違うと思っています。同じだ

と思っていますので、ぜひそういう運動を一

緒に意思統一をしてやっていただければと思

います。 

 以上です。 

 

○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 

○村上寅美委員 ちょっと今のに関連だけ

ど、いいですか。 

 それはね、冒頭にも言ったけど、熊本だけ

がどうこうじゃなくて、九州はほとんど農業

県でしょう、九州は。だから、九州で事務局

会議あたりをして、九州の意見ということを

集約するというのは非常に強いんですよ、国

に対して。わかっとるだろう、それは。そう

いうところはやってるの、やってないの。あ

るいは、これからやろうとするのか。やって

ない、まだ。 

 

○千田農林水産政策課長 現時点において

は、まだやっておりませんが、今後検討させ

ていただきたいと思います。 

 

○村上寅美委員 決定は、これは国がするか

ら。国がしても、熊本県の姿勢は、結論は国

が持っとっても、熊本県の姿勢としては、や

っぱり養豚とか養鶏とか、そういう畜産を守

るために、熊本県の姿勢はこうであったけど

結果としては国はこういう方針になったと言

っても、これはしょうがないから。 

 熊本県としては、我々は熊本県議会だか

ら、じゃあ県議会は何をしてるの、行政は何

してるのかと、議会は何をしとったのかと言

われたくはないわけよね。やるだけのことは

熊本としての立場のことを我々はやるべきで

すから、その辺のところをしっかり部長、押

さえとってもらったほうがいいと。国は結論

だから、これはね。 

 

○前川收委員 村上先生がおっしゃる部分

は、もうごもっともな部分があると思います

けれども、それぞれの県によって、ＴＰＰの

ときもありましたけれども、やっぱり特性が

違うというところはかなりあります。沖縄と

熊本が一緒ですかと言われると、沖縄は甘味

材料が、もうほとんどばっと特化してやって

きたから、一緒にやれる部分と熊本としてや

っぱりやらなきゃならない部分は両立させて

いただきたいと私は思っております。意見で

す、これ。 

 

○村上寅美委員 当然の話たい。 

 

○前川收委員 丸めてしまわれると困るとい

う部分があるので、九州一発でやるというこ

とになると、我々が言いたいことまで丸めら

れるということではだめだと思っていますの

で。 

 

○村上寅美委員 いやいや、それはあれだけ

どね、やっぱり一つ、熊本の分野で中身の問

題だけど、この問題としては一つになって頑

張っていこうというような形がないとね。や

っぱり熊本だけの意見というのはなかなか通

用しないんですよ、国には。だから、部分的
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に仕分けができるところは仕分けして、この

分野ということは、例えば米なら米、畜産な

ら畜産、そういうところをやっぱり国に対し

て要望するとき、卖県よりもそういうふうな

形でやったほうが私はいいと。答えは要らぬ

けどね。 

 

○山口裕委員長 経済連携が進む中で、地域

の農林水産業をどう我々が守っていくか、維

持していくか、そしてまた発展させていく

か、それぞれ思いはさまざまでありますけれ

ども、目指す方向は一緒だと思いますので、

今度行政とも一緒に委員会でも意見をすり合

わせながらしっかりとやっていければと思う

ところです。これで閉めさせていただきま

す。 

 ほかにありませんか。 

 なければ、報告に対する質疑を終了いたし

ます。 

 最後に、その他で委員の皆様から何かあり

ませんか。 

 

○前川收委員 ９月の初めに、宮城県仙台市

で畜産共進会がございましたね。畜産のオリ

ンピック、５年に１回ということで、各県張

り切って頑張っておりまして、熊本県も御努

力いただいたと思いますが、なかなか前回よ

りも、順位だけの評価でいくと、よかったり

悪かったりというところでありますが、全体

にどう総括し、今後何を取り組むべきかとい

うことはお考えなのか、お答えを聞きたいと

思いますが。 

 

○中村畜産課長 畜産課でございます。 

 前川委員には、いろいろと御心配いただい

て、いろいろお話をさせていただきましたけ

れども、熊本は、肉用牛、特に黒牛について

は、まだまだ後進県でございます。残念なが

ら、９区のうち、まだ７区しか出せないよう

な状況、ことし、今回初めて２区追加して、

７区出せるような状況になりました。 

 一番大切なのは、やっぱり血統を固定して

いく、血縁関係を濃くしていくということが

必要になるわけですけれども、それはやはり

どうしても長い年月が必要になってまいりま

す。近交係数を上げたところで、ある一つの

始祖牛から、おばあちゃん、お母さん、娘牛

まで、ずっとそろえていく段階を経ていく過

程が必要になってまいります。 

 熊本は、一番早く取り組んだ天草でも、そ

この段階がまだできておりません。やはりそ

こは農業団体、県が一体となって取り組みが

必要になってくると思いますので、改良組合

だけに任せるのではなくて、県、市町村のほ

うにも入っていただいて、そういった取り組

みを強化していきたいと思っています。 

 今進めている改良にかかる予算について

も、この全況を見据えたところで尐し予算を

組みかえていきたいなということを、今私の

個人的な考えでありますけれども、思ってお

ります。 

 ぜひ、今度の鹿児島大会では上位に入賞で

きるようにしっかり頑張ってまいりたいと思

っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○前川收委員 熊本は、あか牛で今脚光を浴

びておりますから、あか牛はあか牛で頑張っ

てもらわなきゃいけないんですけれども、一

方、市場規模でいけば、圧倒的に大きい黒牛

のほうが、今御自身おっしゃったように、後

進県だということをおっしゃいました。確か

にそのとおり……。ですから、よく混同され

るというかな、あか牛はあか牛で頑張らない

かぬですけれども、あか牛はどうでもいいと

は言いませんよ。あか牛はあか牛で頑張らな

いかぬけれども、黒牛のほうでも一緒に頑張

っていただきますように要望いたしておりま

す。 

 以上です。 
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○山口裕委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、以上で本日の議題は全て終了い

たしました。 

 最後に、陳情・要望書が２件提出されてお

ります。 

参考として、お手元に写しを配付しておりま

す。 

 それでは、これをもちまして第４回農林水

産常任委員会を閉会いたします。 

 お疲れさまでございました。 

  午後０時８分閉会 
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